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大規模な社会的ジレンマにおける協力
―オンライン上のビッグデータを用いた分析―

稲 葉 美 里 ・ 大 林 真 也 ・ 大 平 哲 史 ・ 清 成 透 子

要旨　人間社会は昔から様々な形の社会的ジレンマに直面してきたが，現代社会においては

そこに参加する人数が増大している。本研究は，従来の社会的ジレンマ研究における知見が

大規模化した社会的ジレンマに適用可能であるかを，現実社会に存在する社会的ジレンマの

ビッグデータを解析することで検討した。具体的には，日本の仮想移動体通信事業者である

オプテージが提供する「フリータンク」というシステムに着目した。フリータンクの分析の

結果，規模が大きくなることで互恵的協力者が減少したことが明らかになった。また，協力

を必要とする人がいることへの気づきが，協力行動を促進した。一方で，協力を募ることは，

協力行動を促進する効果を持たなかった。
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Abstract  Although human societies have faced various social dilemmas throughout 

history, the number of participants has become so large in modern societies. This study 

investigated whether the research findings on social dilemmas can be applied to large-

scale social dilemmas by analyzing big data on social dilemmas. Specifically, we focused 

on the "Free Tank" system developed by Optage, one of Japan's mobile virtual network 

operators. The analysis of Free Tank data revealed that the proportion of reciprocal 

cooperators decreased as the scale of the system increased. Additionally, the awareness 

of the need for cooperation increased cooperation. Conversely, solicitation for 

cooperation did not encourage cooperation.
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１　背　　　　　景

人は同じコミュニティに所属する他者と協力的な関係を形成することで，社会を形成し

てきた。それは現代でも同じであり，協力することは社会の繁栄にとって重要な課題であ

る。社会科学においては他者との協力に関連する課題が長く研究されてきたが，その中の

代表的な定式化の一つが社会的ジレンマである。社会的ジレンマとは，それぞれの人が個

人的なコストを支払って社会に協力するかどうかを決定する状況で，個々人にとっては協

力しないことが自己利益の最大化につながるが，社会全体の利益は協力した時の方が増大

する状況を指す （Dawes, 1980）。自分の利益の最大化だけを考える個人は社会に協力しな

いが，そのような行動を全員が取ると，結果的には個々人の得られる利益は全員が協力し

た場合よりも減少してしまう。

社会的ジレンマにはいくつかの形態がある。そのうち有名なものが，公共財の供給問題

と共有資源の管理問題である。公共財と共有資源は，対価を支払わず財を消費しようとす

る行為を抑制できない非排除性，つまりフリーライドが可能であるという性質を持つ。例

えば，道路などの公共インフラは公共財である。公共インフラの整備には費用がかかるが，

一度整備されてしまえば誰でも利用可能である。誰もが自己利益の最大化を目指してコス

トを払わずに便益だけを受けようとすれば公共財は供給されない。これが公共財供給問題

である。共有資源は，漁業資源や森林資源など，元から自然に存在する財のうち，誰もが

利用できる性質をもつ資源である。共有資源の場合は，個々人が自己利益を追求して資源

を利用すると資源そのものが枯渇してしまい，サステナブルなレベルで適正に利用してい

た場合よりも利益が減ってしまう。

社会的ジレンマをいかにして解決に導くことができるのかについて，これまで様々な研

究が行われてきた。実験研究では公共財ゲームなどの経済ゲームを用いて，個人の選好や

インセンティブ構造の変化が行動に与える影響が研究されてきた （Fehr & Gächter, 2002; 

Fehr & Schmidt, 1999; Yamagishi, 1995）。また漁業資源や森林資源などを共有するコ

ミュニティにおいて，それに関わるステークホルダーたちの行動を分析したフィールド研

究も行われてきた （Ostrom, 1990）。

人間社会は昔から様々な形の社会的ジレンマに直面してきたが，現代社会においてはこ

の問題に新たな側面が生じている。それは社会的ジレンマの大規模化である。例えば地球

環境の保全は共有資源型の社会的ジレンマの一つであるが，この問題は地球上に生活する
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全人類が関係しており，当事者たちにとって，一体何人の参加者がいるのか，それがどん

な人たちなのか不明確である。このような問題を特定地域の森林資源の利用のような従来

の共有資源の管理問題と同列に扱うことができるのか不明である。例えば Ostrom （1990） 

は，共有資源の管理において，監視やステークホルダーたちが自ら作り出した統治機構が

有用であることを示しているが，そのような方法は匿名化された参加者たちによる社会的

ジレンマの解決に適用するのは難しいだろう。また，社会的ジレンマに関わる人数が多く

なるにつれ，1 人 1 人の行動が全体の利益に与えるインパクトは小さくなる。ここから

参加者が匿名化されるという影響の他にも，単に多くの人が関わるようになればなるほ

ど，協力の維持が困難になるということが予測される。小規模社会と大規模社会における

社会的ジレンマの違いについては，これまで様々な研究で指摘されてきた （Olson, 1965; 

Powers et al., 2021）。

集団の規模と協力行動に関する実験室実験では，参加人数が 1 桁の小集団と，2 桁，多

くても100人程度の規模の社会的ジレンマにおける協力率が比較されてきた。これらの研

究では，集団の規模が大きい方ほど協力率が高いという結果 （Barcelo & Capraro, 2015; 

Carpenter, 2007; Isaac et al., 1994） や，集団の規模は協力率と関係しないという結果 

（Wu et al., 2020; Zelmer, 2003） が示されており，規模が大きいほど協力が困難になると

いう予測とは異なる結果が得られているものが多い。ただし，これら実験では人数に関係

なく参加者ははじめから匿名化されている。また，多くの研究で 1 人 1 人の行動が全体の

利益に与えるインパクトが集団サイズによらずに一定になるような設定が採用されてい

た。したがって，匿名化や一人一人の行動のインパクトの影響を統制した上では，集団の

規模と協力率の間には関係が無い，もしくは負の関係があるというのが実証研究から得ら

れた結果である。

それでは，現実の社会において社会的ジレンマの規模が大規模化した際，人々の行動は

どのように変化するのだろうか。大規模化に伴う匿名性の上昇や行動のインパクトの減少

は，人々の行動に影響するのだろうか。本研究は，現実社会に存在する大規模な社会的ジ

レンマのデータを用いることで，規模の拡大が人々の行動にどのような変化をもたらすの

かを検討する。その手法として，インターネット上の社会的ジレンマを対象にしたビッグ

データ解析を用いる。インターネットには匿名で多数の人が参加しているため，大規模な

社会的ジレンマで問題となりうる特徴を備えている。加えて，個々人の行動の記録が電子

的な情報として残るという利点が存在する。経済ゲームをつかった実験ではせいぜい数百

人程度が同時に参加するのが限界である上に，通常のフィールド研究では規模が大きけれ
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ば個々人の行動を追うことが難しくなってしまう。インターネット上の社会的ジレンマを

対象とすることで，これらの問題点を克服した上で，大規模な社会的ジレンマの分析が可

能となる。

本研究が研究対象とする社会的ジレンマは，株式会社オプテージが提供する 「フリータ

ンク」 というシステムである。フリータンクは株式会社オプテージが展開する，いわゆる

格安スマホサービス 「mineo」 の内部で提供されているサービスである。mineo にはマイ

ネ王というユーザー向けのコミュニティサイトが存在し，質問等ができる掲示板やコミュ

ニティ内でのゲームなど様々なサービスが提供されている。フリータンクはそこで提供さ

れているサービスのひとつであり，余った通信パケットを他のユーザーと分け合えるシス

テムである。次に説明するように，パケットを分け合う過程で社会的ジレンマが生じる。

mineo のデータ通信契約は，毎月一定の通信パケットを購入し，それを消費してデー

タ通信を利用する形態のサービスを提供している(1)。ある月に余った通信パケットは翌月

に繰り越して所有できるが，基本的にはそれ以降に繰り越すことは出来ず，翌月末に自動

的に消失する。フリータンクでは，それぞれのユーザーがその月に所有している通信パ

ケットを共有のタンクに入れる （以降，タンクインと呼ぶ） ことができる。またその共有

のタンクからパケットを引き出して （以降，タンクアウトと呼ぶ） 自分の通信パケットに

追加することもできる。共有のタンクは全ユーザーが利用可能で，全てのユーザーがタン

クインしたパケットが合計されて保管されている。それぞれのユーザーにとってタンクイ

ンをする明確なメリットは存在しない。むしろ，自分でアプリを操作して残っている通信

パケットからいくらのパケットを入れるのかを決定するという手間がかかる。タンクアウ

トは毎月21日以降可能であり，1 ヶ月に一人当たり最大 1GB 分を引き出すことができる。

mineo では毎月の契約パケットと別にパケットを追加購入する場合は100MB あたり150円

かかるので，フリータンクからパケットを引き出すことの価値は，最大1,500円に相当する。

またタンクインとタンクアウトはある程度独立しており，フリータンクにパケットを入れ

たことがないユーザーでも，一定の条件 （その月の自分の所有パケットの残量が1,000MB

以下になった時） を満たせばタンクアウトが可能であり，フリーライドが可能な仕組みに

なっている。このようにフリータンクは，タンクインすることによって形成される公共財

の側面と，枯渇する可能性のある資源を共有して利用する共有資源の側面を併せ持ったシ

ステムである。

　(1)�　本論文で記載する mineo で提供されているサービスに関する記述は，2015年12月〜2019年10
月時点の情報である。
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本研究ではこのフリータンクのデータを対象として，二つの点に注目して分析を行う。

一点目は，規模の拡大に伴う行動の変化である。社会的ジレンマの規模が大きくなるほど

人々は非協力的になるという予測 （Powers et al., 2021） が，フリータンクにおける実際

のデータに当てはまるのかどうかを検討する。具体的にはサービスの開始初期は参加人数

が少ないため，そこからユーザー数が増えて規模が拡大するにつれて行動がどのように変

化していったのかを分析する。

二点目は，大規模な社会的ジレンマにおいて協力を引き出す要因である。社会的ジレン

マにおける研究では監視・罰則 （Fehr & Gächter, 2002; Rand et al., 2009; Wu et al., 

2022），他者の協力への期待 （Balliet & Van Lange, 2013; Pruitt & Kimmel, 1977），集

団への帰属意識 （Isler et al., 2021; Wit & Wilke, 1992） 等が，人々の協力行動を引き出す

ことが知られている。フリータンクにおいてもこれらの要因がタンクインの多さ （あるい

はバランスのとれたタンクイン／タンクアウト） と関連するかを調べることが望ましい。

しかし，フリータンクに関してこれらの要因の効果を検討可能なデータは存在しない。そ

こで，寄付の研究において，寄付を促進するとされている要因について，フリータンクに

おいてどのような効果を持つのかを検討する。社会的ジレンマにおける協力には利他性と

互恵性が関連すると言われているが，寄付に関連しているのは利他性のみである。した

がって，寄付を促進する要因は利他性を高める要因といえ，部分的ではあるが社会的ジレ

ンマにおける協力行動を促進する要因となり得る。人が寄付行為を行う要因として表１ 

（左列） に示す 8 つが挙げられている （Bekkers & Wiepking, 2011）。

表 1　寄付行為を促進する要因とフリータンクの対応

寄付を促進する要因 フリータンクにおいて対応する要素

awareness of need 必要性への気づき 災害発生と災害支援タンクの開放

solicitation 勧誘 リマインドメール

costs and benefits コストとベネフィット
月末の行動（自分で使えなくなる＝コストが

小さくなる）

altruism 利他性 該当する要素なし

reputation 評判 ナイスや会員ランクの上昇

psychological benefits 心理的な利益 該当する要素なし

values 価値感 該当する要素なし

efficacy 効力感 該当する要素なし
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本研究は過去のフリータンクの記録から事後的にデータを分析するため，８つすべての

要因について，その効果があったのかどうかを検討することはできない。表１ （右列） に，

フリータンクにおいて各要因に対応する要素を示した。これらの中で，フリータンクの仕

組みやデータ取得期間中に発生したイベントからその効果を検証可能なのは，必要性への

気づき，勧誘の二つである。

必要性への気づきは，寄付を必要としている人がいることに気がつくと，より寄付を行

うという要因である。フリータンクにおいてこれと関連するイベントが，災害の発生と災

害支援タンクである。災害支援タンクは，フリータンクの機能を拡張する形で2017年10月

から開始された制度である。この制度は災害時に被災者のインターネットを通じた情報取

得を容易にするために設計され，被災者が通常とは異なる形でフリータンクからタンクア

ウトできる優遇措置である。具体的には，通常のタンクアウトは毎月21日以降しかできな

いのに対して，災害が発生したことを受けて災害支援タンクが開放されている期間，被災

者は自身のパケット残量が 1GB 以下になった時に，1 回 2GB，1 回の災害でトータル

10GB までフリータンクから引き出すことができる。なおここでの災害の定義は，災害救

助法が適用，または特別警報が発令された災害である。被災者とは，契約住所が適用地域

内である，もしくは適用地域内で GPS を利用したユーザーを指す。災害支援タンクの開

放は，マイネ王上で全ユーザーに告知され，登録メールアドレス宛てにメールが配信され

るため，被災者以外にそのときにパケットを必要としている人がいることを知らせる効果

があると考えられる。したがって，災害支援タンクが開放されている期間とそうでない期

間では，必要性への気づきのレベルが変化し，タンクイン行動に影響を与えると予測され

る。

勧誘は寄付行動を勧められることで，寄付を行いやすくなるという要因である。フリー

タンクにおいてこれと関連する仕組みが，リマインドメールの配信である。リマインド

メールの送信は，2018年 9 月に開始された仕組みである。パケットの有効期限が切れる月

末に，フリータンクへ余ったパケットの提供することを促すメールが，登録メールアドレ

ス宛てに配信される。2018年 9 月以降ほぼ毎月配信されているが，配信されなかった月も

ある。また月の最終日の何日前に配信されるのかは，ばらつきがある。リマインドメール

が配信された月とされていない月を比較することによって，タンクインの勧誘のレベルが

変化し，タンクイン行動に影響を与えると予測される。

コストとベネフィット，評判に関しては，それぞれ月末におけるパケットの価値の消失

や，ナイスや会員ランクといった仕組みが関連している。しかし，ある要因の効果を見る
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には，その要因が高い時のデータと低いときのデータを比較する必要がある。月末に繰り

越し期限の切れるパケットが消失することはデータ取得期間中常に変わらない要素である

ため，コストとベネフィットが行動に与えた影響を解析することは不可能である。ま

た，評判に関しては，アクションに対して他のユーザーから賛同や応援を意味する 「ナイ

ス」 を贈ることが可能であることや，フリータンクにおいて活動をすることで会員ランク

が上昇するということが関連している。ナイスの獲得も高い会員ランクの獲得も，マイネ

王内での特典などの物理的な利益にはつながらず，コミュニティへの参加度を示すシンボ

リックな要素である。その意味で名誉や他者からの賞賛などの評価の指標といえる。しか

し，ほとんどのフリータンクにおけるアクションに対してナイスは贈られておらず，分析

は難しい。また会員ランクは，フリータンク以外の活動 （掲示板への投稿など） の影響が

大きいため，会員ランク上昇のためにフリータンクに貢献するというのは考えにくい。し

たがってこれらの要因については，本研究では分析対象としない。

２　方　　　　　法

分析に用いる主なデータは，2015年12月17日〜2019年10月25日までの約 4 年間のフリー

タンクでの行動履歴 （2,471,673件） と，災害支援タンクの開放状況およびリマインドメー

ルの配信状況に関するデータである。フリータンクの行動履歴は，株式会社オプテージか

ら提供されたものである。各レコードには，個人を特定できないようにした ID，アクショ

ンの種類 （タンクイン／タンクアウト／災害支援タンクでのアウト，以降，災害アウトと

呼ぶ），データ量，アクションの日時，アクション時のコメント，会員ランク，ナイス数

が含まれている。

災害支援タンクに関しては，マイネ王の web サイト上の災害支援タンクが開放された

期間やその対象地域などに関する記事から情報を取得した。各月のリマインドメールの送

信の有無と日付に関するデータは，株式会社オプテージから提供をうけた。フリータンク

のデータセットの各レコードに，アクション時に災害支援タンクが開放されていたか否か

と，その日に当該月のリマインドメールが配信済みだったか否かを表すデータを統合した

ものを分析に用いる。
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３　結　　　　　果

はじめに，フリータンクがどのように利用されたのかについて基礎的な情報を提示する。

その後フリータンクの規模とユーザーの利用行動の変化について分析する。さらに，タ

ンクインを促進した可能性のあるイベントについて，どのような影響力を持っていたのか

を分析する。

3.1　基礎的な情報

フリータンクはマイネ王の機能の一部である。マイネ王は主に mineo ブランドで SIM

を契約している人が利用可能な SNS である。したがってフリータンクの利用者は mineo

の SIM 利用者のうちマイネ王に登録している人の，さらに一部分となる(2)。フリータンク

を利用しているユーザーの割合は，2016年の 1 月時点ではマイネ王登録者のうちの53％ 

（20,649人中10,992人），2019年10月時点では65％ （568,853人中371,042人） であった(3)。なお

ここでのフリータンク利用者は，その月までに１回でもフリータンクに対していずれかの

アクション （タンクイン・タンクアウト・災害アウト） をしたことがあるユーザーである。

本研究で取得した 4 年間のデータにおいて，マイネ王登録者は約28倍に，フリータンクの

利用者も約34倍に増加していた。

図 1 に月毎のフリータンクへのアクセス数の推移を示した。これを見ると月による増減

は有るものの，期間を通してアクセス数が増加している傾向がみられる。これらのデータ

から，本データは社会的ジレンマの規模の拡大に伴う行動の変化を分析するためのデータ

として適切であるといえる。

3.2　規模の拡大に伴う行動の変化

次に，フリータンクの規模とユーザーの利用行動の変化の関連を調べる。フリータンク

へのアクションにはタンクイン・タンクアウト・災害アウトの 3 種類がある。年次ごとに，

その年に 1 回でもアクションをしたユーザー数の総計と，各アクションをとったユーザー

数を表に示した （表 2 左）。これを見ると，総ユーザー数，タンクイン，タンクアウトと

　(2)�　mineo を契約せずにマイネ王に登録することは可能であるが，フリータンクを利用可能なの
は mineo を契約している会員のみである。

　(3)�　マイネ王登録者の人数はマイネ王内の公開情報・メンバー （https://king.mineo.jp/stats/
member） より取得 （情報取得日：2022年３月18日）
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もに年々増加していることが分かる(4)。

また2015年以外はタンクインをするユーザーよりもタンクアウトをするユーザーの方が

多かった。フリータンクは2015年の12月半ばに開設されたため，この年のデータが特殊で

ある可能性が高い。したがって全体的な傾向としてはタンクアウトを行うユーザーの方が

数としては多いといえる。

フリータンクの利用においては，単一のユーザーが複数のアクションをとることもあ

る。そこでタンクインとタンクアウトに注目し，どのような行動パターンを取ったユー

ザーが多かったのかを調べた。一年間タンクインのみを行っていたユーザーを利他主義

者，タンクアウトのみを行っていたユーザーをフリーライダー，タンクインとタンクアウ

ト両方を行っていたユーザーを互恵的協力者とし，年ごとに各タイプの人数と割合を算出

した （表 2 右）。表から，2015年以外はフリーライダーの割合が最も多く次に利他主義者，

互恵的協力者の順になっていることが分かる。また経年的な変化を見てみると，利他主義

者の割合は大きく変化していないが，フリーライダーの割合は増加し，互恵的協力者の割

　(4) 　2019年は10月時点の集計であるため，2018年よりも減少しているアクションもある。11月以
降も10月以前と同様にユーザーやアクションが増えていくと想定すると，2019年のほうが多く
なると推定される。

図１　フリータンクへのアクセス数の推移

Note： 折れ線は総アクセス数の推移，棒グラフはアクセスのアクションの種類の内訳を示す。点線
の枠は災害が集中的に発生していた期間を示す。横軸下段の 「リ」 はその月にリマインドメー
ルの配信があったことを示す。
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合は減少傾向にあることが分かる。

このような経年的な変化は同一の人物の行動が変化したことを反映しているのだろう

か。それともユーザー自体が入れ替わったことによって生じており，新規に参入した人々

の行動傾向を反映しているのだろうか。それを調べるために，2016年にフリータンクを利

用したユーザーの，2016年と2018年の行動を比較する。2016年に初めてフリータンクでア

クションを起こしたユーザー68,280人について，2016年の12か月間の行動タイプと，2018

年の12か月間の行動タイプを算出し，行動の変化を算出した （表３）。まず，2016年にア

クションをとっていたユーザーのうち，約半数 （0.524） が2018年にはフリータンクを一度

も利用していない （アクションなし）。両年でアクションをとっていた人たちについて見

てみると，2016年に利他主義者だった人は2018年でも利他主義者であり続けた割合が高い 

（利他主義者：フリーライダー：互恵的＝ 0.243：0.103：0.098）。またフリーライダーも

フリーライダーであり続ける確率が高い （利他主義者：フリーライダー：互恵的＝ 0.047：

0.363：0.061）。一方互恵的協力者に関しては，フリーライダーに転向している人が最も

多くなっている （利他主義者：フリーライダー：互恵的＝ 0.113：0.231：0.173）。ここから，

互恵的協力者がフリーライダーに変化していたことが，フリーライダーの増加と互恵的協

力者の減少という経年的な変化につながったと考えられる。また，アクションなしと災害

アウトを利用した人を除いた，2018年にアクションのあったユーザーの行動タイプ見てみ

表２　年次の利用ユーザー数

　　　　　　　　　アクション　　　　　　　　　　　　　　　行動タイプ

年
総ユー
ザー数

タンクイン
タンク
アウト

災　害
アウト

利他主
義者

フリーラ
イダー

互恵的
協力者

2015 7,285 6,313 2,461 – 4,824

（0.662）

972

（0.133）

1,489

（0.204）

2016 74,496 43,893 47,027 – 27,469

（0.369）

30,603

（0.411）

16,424

（0.220）

2017 155,505 89,062 99,475 82
56,013

（0.360）

66,443

（0.427）

33,049

（0.213）

2018 218,818 120,649 136,335 13,933
78,463

（0.359）

98,169

（0.449）

42,186

（0.193）

2019 215,327 108,909 140,738 10,866
72,393

（0.336）

106,418

（0.494）

36,516

（0.170）

Note：�2015年は 1 か月分，2019年は10か月分のデータ。行動タイプの括弧内は総ユーザーに占める
割合である。
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ると，フリーライダーの割合は0.510 （32,123名中16,368名） である。2016年のフリーライ

ダーの割合は0.424であるため，ここからも既存ユーザー内でフリーライダーが増えてい

ることがわかる。

先述のように，2016年にアクションをとっていたユーザーのうち，約半数 （0.524） が

2018年にはフリータンクを一度も利用していない （アクションなし）。つまりユーザーの

入れ替わりが相当生じていた。そこで，新規に参入してきた人々の行動傾向に経年的な変

化が見られるのかを確認する。年ごとに，その年に初めてアクションが確認されたユー

ザーについて，当該年の12か月間の行動タイプを分類した （表４）。その結果，新規ユー

ザーの行動分類では，2016年と比べて他２年では，利他主義者が多く，互恵的協力者とフ

リーライダーが少なくなっていた。

表３　2016年ユーザーの行動タイプの変化

   2018年

利他主義
者

フリーラ
イダー

互恵的
協力者

アクショ
ンなし

災害アウ
ト

  合計

2016年 利他主義者
6,159

（0.243）

2,621

（0.103）

2,475

（0.098）

14,013

（0.553）

90

（0.004）

25,358

（0.371）

フリーライ

ダー

1,374

（0.047）

10,523

（0.363）

1,769

（0.061）

15,118

（0.522）

194

（0.007）

28,978

（0.424）

互恵的協力

者

1,570

（0.113）

3,224

（0.231）

2,408

（0.173）

6,653

（0.477）

89

（0.006）

13,944

（0.204）

合計
9,103 

（0.133）

16,368

（0.240）

6,652 

（0.097）

35,784

（0.524）

373

（0.005）

68,280

Note：�アクションなしはタンクイン，タンクアウト，災害アウトすべてが 0 回だったユーザー，災
害アウトは，タンクイン，タンクアウトは 0 回で，災害アウトのみ 1 回以上だったユーザー
である。

表４　2016年−2018年の新規ユーザーの行動タイプ

年 利他主義者 フリーライダー 互恵的協力者

2016
25,358

（0.371）

28,978

（0.424）

13,944

（0.204）

2017
42,326

（0.410）

41,918

（0.406）

18,883

（0.183）

2018
47,911

（0.408）

49,027

（0.417）

20,492

（0.175）
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これらの結果から，表 2 の年次ごとのユーザー全体の行動の推移のうち，互恵的協力者

の減少は，新たに参加したユーザーに互恵的協力者が少なかったことと，既存のユーザー

が互恵的協力者からフリーライダーへ転向したことの 2 つの要因によって生じていたとい

える。フリーライダーの増加については，新規ユーザーの行動傾向では説明できないため，

長期にわたって利用しているユーザーの行動の変化によって生じたといえる。このように，

フリータンクでは規模の拡大とともに，非協力者が増えている傾向が見られた。

3.3　必要性への気づき

次に，必要性への気づきを高めると考えられる災害支援タンクの開放が，タンクイン行

動に与えた影響を分析する。本データの対象期間中に災害支援タンクが開放された災害を

表５に示した。これをみると，2018年の６月～9 月と2019年の８月～10月にかけて災害が

多発していたことが分かる。これら災害が集中的に発生した期間においてフリータンクへ

のタンクインがどのように変化していたのかを検討する。

災害が集中していた期間のタンクイン数について見てみると，2018年は災害発生後に

タンクイン数が増大していた （図２）。一方2019年は，災害発生後のタンクイン数の増加

があまりみられなかった （図３）。ただし，mineo ではすべてのユーザーが月末にパケッ

トの更新日を迎えるため，災害が発生した日がどのくらい月末に近いかが影響していた

表５　災害支援タンクの開放期間

災害 開始日 終了日 対象数

平成29年台風第21号 2017/10/31 2017/11/13 1508

平成30年２月大雪 2018/2/7 2018/2/28 3792

平成30年大阪北部地震 2018/6/19 2018/7/2 89753

平成30年台風 7 号他 2018/7/6 2018/8/24 47728

平成30年８月30日からの大雨 2018/9/3 2018/9/16 154

平成30年北海道胆振地方中東部地震 2018/9/6 2018/9/19 24262

2019年８月28日大雨特別警報被災者支援

（福岡・佐賀・長崎）

2019/8/28 2019/9/11 7469

2019年 9 月台風第15号の影響による停電 2019/9/13 2019/9/27 28984

2019年 9 月台風第15号 被災者支援 2019/9/27 2019/10/11 25

2019年10月台風第19号 被災者支援 2019/10/12 2019/11/4 244060

Note：�災害名はマイネ王内での表現に準じた。
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可能性がある。月の早い時期に災害支援タンクが開放されても，そのときにはパケット

をタンクインせずに， 月末が近くなってからタンクインするという行動が考えられるため

である。

そこで，月ごとのタンクイン数がその月に災害支援タンクが開放されていたか否か （１

日でも開放されていた場合は開放されていたとみなす） によって影響を受けているかどう

かを分析した。解析には，隣接する時点間の残差構造に１次の自己相関を指定して一般化

最小二乗法を用いた。分析結果とそこから作成した予測値を表６と図４に示した。災害支

図２　災害集中期 （2018年） における日ごとのタンクイン回数

図３　災害集中期 （2019年） における日ごとのタンクイン回数
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援タンクの開放の効果が10％水準で見られ，災害支援タンクの開放によってタンクインの

回数が増加する傾向がみられた。ここから支援を必要としている人がいることへの気づき

がフリータンクにおける協力行動を促進したといえる。

3.4　勧　誘

次に，寄付の勧誘に相当すると考えられるリマインドメールの配信が，タンクイン行動

に与えた影響を分析する。図５は月ごとのタンクインの回数を，リマインドメールの配信

有無ごとに示している。月ごとのタンクイン数がその月にリマインドメールが配信されて

いたか否かに影響を受けているかどうかを解析するために，隣接する時点間の残差構造に

１次の自己相関を指定して一般化最小二乗法を用いた分析を行った。分析結果とそこから

表６　災害支援タンク開放がタンクインに与える効果

回帰係数 標準誤差 t 値 p 値

切　片 7355.15 3021.81 2.43 0.02

災害（0：開放なし，

1：開放あり）
13217.20 7445.36 1.78 0.08

時　間 630.40 114.93 5.49 0.00

災害×時間 –336.67 234.57 –1.44 0.16

図４　災害支援タンク開放の有無によるタンクイン数の変化
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作成した予測値を表７と図６に示した。リマインドメールの効果は有意ではなく，メール

の配信によってタンクインの数が増加することはなかった。つまり，寄付の勧誘よってフ

リータンクにおける協力行動が増加することは確認できなかった。

次に毎月21日以降の 1 日ごとのタンクインの数を図 7 に示した。リマインドメールが配

信されなかった月は，最終日とその前日のタンクインの数が多かった。一方，リマインド

メールが配信された月は，配信の日からタンクインの数が増えていた。ただし月末の 4 日

前などに配信された場合には，その増加は顕著ではない。ここから，リマインドメールは

月末にタンクイン予定だった人に数日早くタンクインさせるという効果を持っていたと考

えられる。

図５　各月のリマインドメールの送信の有無とタンクインの件数

表７　リマインドメールがタンクインに与える効果

回帰係数 標準誤差 t 値 p 値

切　片 7803.94 3413.19 2.29 0.03

リマインドメール

（0：配信なし，1：

配信あり）

–3494.39 20226.42 –0.17 0.86

時　間 632.89 131.88 4.80 0.00

リマインドメール

×時間
64.07 526.83 0.12 0.90



第20巻　第１号

—  16（ 16 ）—

４　考　　　　　察

本研究は現実に存在する社会的ジレンマであるフリータンクのデータを用いて，社会的

ジレンマの規模の拡大，および必要性への気づきと協力の勧誘と協力行動の関連を検討し

た。規模の拡大に関しては，規模が拡大するにつれて，フリータンクに貢献しながら便益

も受けとる互恵的な協力行動が減少し，貢献せずに便益を受けるだけのフリーライダーが

図６　リマインドメールの有無によるタンクイン数の変化

図７　各月の21日以降のタンクインの推移
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増える傾向が見られた。フリータンクでは2016年から2018年の 2 年間で半数程度のユー

ザーが入れ替わっていたが，新規に参入したユーザーの中で互恵的協力者が減少したこと

と，既存ユーザーで互恵的協力者だった人がフリーライダーに転向したという二つの現象

が見られた。

社会的ジレンマの規模が拡大することが貢献を減少させると推測し，それを支持する結

果が得られた。しかし，この変化の原因が規模の拡大にあると断言することはできない。

社会的ジレンマは同じメンバーでやりとりを繰り返すことによって協力率が低下すること

が知られており，既存ユーザーの行動の変化の原因は規模の拡大ではなく，繰り返しやり

とりを行ったことにあるかもしれない。新規ユーザーの行動の変化も，規模の拡大以外に

も，例えば mineo の新規契約者層の変化など，フリータンクの構造外の要因の影響を受

けている可能性もある。本研究で分析対象としたデータの範囲では，フリータンクは常に

その規模を拡大してきた。社会的ジレンマの規模と協力行動がどのような因果関係にある

のかを特定するには，規模が縮小した局面において人々の行動がどのように変化するかも

調べる必要があるだろう。しかし現実にはフリータンクの規模の縮小は起きていないため，

本研究で扱うデータに関してはそういった検討は不可能である。この点は実験室実験や他

のデータセットを用いることで，さらに検討する必要があるだろう。

必要性への気づきと協力の勧誘が協力行動を促進する効果については，必要性への気づ

きを高める災害支援タンクの効果が見られた。本研究では災害が必要性への気づきを高め

ることでタンクインを増やすと想定していたが，災害がタンクインを増加させたメカニズ

ムについては，一考の余地がある。例えば被災者がかわいそうだと感じたという共感や，

以前に自分が被災したときのことを思い出して互恵性が高まったことなどによっても，災

害の発生はタンクインを増加させるだろう。この点については，ユーザーがタンクインす

る際のコメントや，フリータンク利用者にアンケートを行うなどの方法で検証する必要が

ある。

一方で協力の勧誘であるリマインドメールの配信はタンクイン数を増加させなかった。

これは予測に反する結果である。メール送信日にはタンクインの数が増加していたが，そ

の月全体のタンクインの数は増えていなかった。これは元々協力する予定だった人が，メー

ル配信をきっかけに行動するタイミングを変化させていたことを意味し，元々協力する意

図の低い人には，勧誘は効果が無かったといえる。規模の大きな社会的ジレンマでは一般

的に勧誘が効果を持たないのかどうかについては，今後様々な事例や勧誘の方法を用いた

研究で，より詳細に検討されることが望まれる。
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本研究ではフリータンクにおける行動に影響を与える要因を，利他行動の一種である寄

付に関する先行研究の枠組みから分析した。しかし，フリータンクにおけるタンクインと

一般的な寄付は完全に同じとはいえない。フリータンクで寄付される通信パケットは繰り

越し期限を迎えると消失してしまう。つまり，余っていて自分にとっては価値のない財を，

手間をかけて供出するという形態の利他行動である。一方，金銭を寄付する場合などは，

財が自分自身にとっても価値があるため，自己犠牲を伴う利他行動である。フリータンク

の分析結果を寄付行動や社会的ジレンマに適用する際には，この違いにも注意が必要だろ

う。

フリータンクは元々，困った時に助け合えるシステムを目指して構想されている(5)。助

け合いのシステムとして真っ先に想定されるのは，ある月はパケットが足りなくなってタ

ンクアウトを行う人が，別の月にはパケットが余れば貢献するという互恵的協力者の行動

パターンを取ることかもしれない。この点については，実際には互恵的協力者の割合は比

較的少なく，貢献のみを行う利他主義者が割合としては多かった。一方，フリータンクが

インフラとして維持されていることで，災害などで不測の事態で「困ったときに助け合え

る」状況を作り出すことには成功している。これは一方的な利他行動が多くとられている

からこそ達成されていることであろう。この点は，システムのルールだけではなく実際の

データを分析することによって明らかになった点である。

本研究では，既存の実験研究やフィールド研究で得られた知見が，大規模な社会的ジレ

ンマにおいても同様に適用可能かどうかを，ビッグデータを用いた分析で検討した。この

ような手法を用いたことは，現実社会に存在する社会的ジレンマにおける人々の行動と，

学術的な研究をつなげるうえで大きな意味があると考える。本研究では協力行動や利他行

動に影響を与えるさまざまな要因のうち一部についてのみ検討した。今後は他のデータ

セットを利用するなどして，他の要因についても実データを用いた検討が進んでいくこと

が望まれる。
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